
区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 424億 8,688 万円 171 億 1,524 万円 40.3% 154 億 3,063 万円 36.3%
特別会計　合計 118億 9,674 万円 44億 4,674 万円 37.4% 45 億 6,694 万円 38.4%
国民健康保険 38億 7,713 万円 14億 7,398 万円 38.0% 14 億 5,812 万円 37.6%
介護保険 64億 6,510 万円 26億 1,263 万円 40.4% 25 億 5,226 万円 39.5%
その他 15億 5,451 万円 3億 6,013 万円 23.2% 5億 5,656 万円 35.8%

水
道
事
業

収益的収支
収入 11億 5,738 万円 4億 6,675 万円 40.3%
支出 11億 1,018 万円 4億 6,132 万円 41.6%

資本的収支
収入 5億 6,148 万円 1,806 万円 3.2%
支出 9億 3,340 万円 2億 1,649 万円 23.2%

下
水
道
事
業

収益的収支
収入 9億 9,103 万円 5億 929 万円 51.4％
支出 9億 7,529 万円 3億 8,985 万円 40.0％

資本的収支
収入 6億 7,721 万円 3億 847 万円 45.6％
支出 7億 4,072 万円 2億 2,437 万円 30.3％

病
院
事
業

収益的収支
収入 14億 559 万円 7億 5,019 万円 53.4%
支出 14億 509 万円 5億 6,971 万円 40.5%

資本的収支
収入 8,870 万円 3,879 万円 43.7%
支出 1億 2,195 万円 3,671 万円 30.1%

会　　計　　名 令和元年度末残高 前年度からの増減額
一般会計 385億7,704万円 ▲1億4,427万円
住宅資金特別会計 103万円 ▲156万円
公共下水道事業特別会計 47億4,664万円 ▲1億3,708万円
農業集落排水事業特別会計 26億2,490万円 ▲1億7,080万円
浄化槽整備事業特別会計 5億764万円 1,405万円
水道事業 36億7,914万円 ▲2億268万円
病院事業 3億2,003万円 ▲438万円
市債残高合計 504億5,641万円 ▲6億4,672万円

基　　金　　名 令和元年度末残高 前年度からの増減額
財政調整基金 38億2,688万円 ▲5億4,890万円
減債基金 73万円 0万円
地域振興基金 30億4,970万円 ▲2億2,236万円
過疎地域自立促進基金 1億9,549万円 ▲8,965万円
国民健康保険財政調整基金 2億5,808万円 7,002万円
その他の基金 6億7,580万円 7,599万円
基金残高合計 80億668万円 ▲7億1,490万円

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
市　　税 37億4,628万円 22億4,493万円 59.9%
国民健康保険税 6億8,461万円 2億5,029万円 36.6%

　 市　　債 480億1,065万円
一般会計 365億7,936万円
特別会計 30億3,395万円
企業会計 83億9,735万円

市債残高状況

基金残高状況

●税の収入状況（一般会計・国民健康保険特別会計）

●一般会計・特別会計・公営企業会計の収支状況

●市債残高

　庄原市財政状況の公表に関する条例に基づき、令和２年度の４月１日から９月 30 日までの予算の執行
状況についてお知らせします。
※令和２年度から、公共下水道事業特別会計は下水道事業会計へ移行、工業団地造成事業特別会計は廃止となりました。

健全化判断比率の推移
　計画的な市債発行による市債残高や償還額の減少など、これ
までの財政健全化の取り組みにより、実質公債費比率および将
来負担比率は改善傾向にあります。
　令和元年度決算では、実質公債費比率は前年度比 1.2％、将
来負担比率も前年度比 8.8％の健全化が図れました。
　今後も、計画的な市債発行などにより、財政の健全化を進め
ます。
※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字のため該当ありません。

計画的な借入や繰上償還により、市債残高は年々着実に減少しています。
また、災害復旧事業に対する国県支出金の交付額の増加に伴い、財政調整基金の取
崩額も減少しています。

地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断す
るための「健全化判断比率」として実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、
将来負担比率の４つの指標があります。

市債・基金残高 健全化判断比率

公営企業の資金収支の累積不足額を表すもので、庄原市ではすべての公営企業
で該当ありませんでした。資金不足比率

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、
浄化槽整備事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。

該当なし資金不足比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

20％

111.9％ 350％

13.2％ 25％ 35％

該当なし 17.64％ 30％

該当なし 12.64％ 20％

将来負担比率
　地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払っていく可能性のある負担などの現時点での残高を指標化し、
将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は 111.9％と早期健全化基準内の指標となっています。

実質公債費比率
借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標です。公債費負担適正化

計画に基づく計画的な市債の発行に努めることで、13.2％と早期健全化基準内の指標となっています。

連結実質赤字比率
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体とし
ての財政運営の悪化の度合いを示す指標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

実質赤字比率
　福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度
合いを示す指標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。
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※令和２年３月31日時点残高
（令和２年１月１日現在の住民基本台帳人口34,869人）
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504億5,641万円

市債残高の推移（全会計） 

令和元年度末における
市民１人当たりの市債残高

144.7万円

令和２年度上半期予算の執行状況

 7　2020.11 ／広報しょうばら


